
令和5年7月31日現在

№ 質問 回答

1

【利用者について】
事業の対象となる利用者の要件について，複数のパターンが
想定される。想定されるパターンごとに補助の対象となるか教
えていただきたい。

考えられるパターンごとの事業対象の可否については以下のとおりです。なお，居住地が高知市の方について
は住民票があることが必須となります。

2
【利用者について】
令和５年４月以降に初めて就労継続支援B型を利用し始
めた者も補助の対象となるか。

対象となります。但し，補助対象額については，交付要綱に規定しているように，利用者の工賃（生産活
動の対価）を維持することを趣旨としています。そのため，助成により本来支払われる工賃以上が支払われ
ると，利用者の労働意欲の低下につながることも懸念されるため，令和５年４月以降に利用開始した方に
ついては，次のとおり取扱います。

①新型コロナウイルスの影響がなかった場合のＲ５年度各月に当該利用者に支払われる推定工賃月額が
算出できるとき
⇒当該推定工賃月額と同月の生産活動からの当該利用者工賃月額の差額を補助対象額としてください。
但し，当該補助対象額は，事業所の令和元年度の当該月平均工賃月額と令和５年度同月の生産活
動からの当該利用者工賃月額の差額を超えない額とします。なお，補助上限額は15,000円となります。

②①による推定工賃月額が算出できないとき
⇒事業所の令和元年度の当該月における平均工賃月額との差額を補助対象額としてください（補助額上
限15,000円）。

3

【利用者について】
R５年度以前は別事業所を利用していたが，R５年度途中
より自事業所を利用し始めた方がいる。この場合の取り扱いは
どうなるか。

補助の対象となります。
補助対象額の考え方はNo.2のとおりです。

4

【利用者について】
新型コロナウイルスとは直接関係のないケガや体調悪化による
入院，また精神症状不安定等の理由により，勤務日数が
減ったことにより工賃が減額となった場合でも対象となるか?

新型コロナウイルスとは直接関係のない理由により勤務日数が減った場合は，対象にはなりません。

5
【利用者について】
月の途中から利用を開始した方，あるいは月の途中で退所
した方について，その開始月・退所月は補助対象となるか。

月途中の取り扱いは以下のとおりとします。

　①月途中から利用を開始した方　　→ 開始月の翌月から補助対象としてください
　②月途中で退所した方　　 　　→ 退所月の前月までを補助対象としてください
　③月の途中で入院をした方　　→ 入院月の前月までを補助対象としてください
　④月の途中で退院をした方　　→ 退院月の翌月から補助対象としてください
　⑤月の途中において，利用予定日を連続７日以上の⾧期に渡って利用できなく
　　なった方
　　　　→ 利用できなくなった月の前月までを補助対象とし，復帰された場合はその月の
　　　　　　翌月から補助対象としてください

　※③，④，⑤については新型コロナウイルスと直接関係のない入退院や利用の中断
　　　に限ったものです。新型コロナに直接関係する場合は，入院や中断期間も含め補
　　　助対象として差し支えありません。

令和5年度　高知市就労継続支援事業費補助金（B型工賃助成）
Ｑ＆Ａ

A B C D E F G H
居住地 高知市 高知市 高知市 高知市 市外 市外 市外 市外

事業所所在地 高知市 高知市 市外 市外 高知市 市外 高知市 市外
支給決定市町村 高知市 市外 高知市 市外 高知市 高知市 市外 市外

事業対象可否 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

※パターンABCDともに，高知市に住民票があることが必要です。

条　件
パターン
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6
【利用者について】
令和５年度途中に自事業所をやめてしまった利用者がいる
が，この場合の取り扱いはどうなるか。

既に退所されている方も補助対象となります。
但し，県外，他市町村へ転出された等，連絡をとれない場合も想定されます。
既に退所された方も必ず含めなければならないというわけではありませんので，諸々の事情を勘案の上，各
事業所においてご判断をいただければと思います。

7
【申請時期について】
補助対象期間は令和５年４月～令和５年12月となってい
るが，年度を終えた時点で申請を行うのか。

補助については各期間毎の処理を想定しています。
７月31日の周知文書の別紙において，大まかな申請及び実績報告時期をお示ししていますので，ご確認
ください。
なお，あくまで目安であり，時期がずれる場合があることをご了承ください。

8
【提出書類について】
申請時や実績報告時に工賃実績額の分かる書類が必要と
あるが，どのようなものか。

例えば月毎の工賃支払一覧表や工賃受領証の写，給料袋の写等が想定されます。
なお，写しを提出される場合は下の例を参考に，代表者名で原本に相違ない旨を記載してください。

9
４月から工賃が下がっており，前年度なみの工賃となるよう
既に事業所として独自に補助をしてきている。こういった場合も
補助の対象となるか。

補助対象として構いません。事業所独自の補助分の想定パターンや事業所の独自補助概要（記入例）
は別紙のとおりです。
自立支援給付費や工賃積立金などを基に独自補助をしている場合は，独自補助前の工賃額がわかる書
類及び独自補助概要書類をご提出ください。また，実績報告時においては，事業所が補助した後の利用
者工賃額がわかる書類及び独自補助概要書類をご提出ください。
なお，他の補助金等により補てんがなされている場合は，対象とはなりませんので，ご注意ください。

10

申請等の流れを見ると，交付決定を受けた後，まずは事業
所の持ち出しで利用者に対し補助を行い，実績報告を行っ
た後に，市からの補助金が支払われる形となっているが，事
業所の持ち出しが難しい場合はどうなるか。

交付決定を受けた後，補助金の概算払いをすることが可能ですので，個別にご相談をお願いします。

11
対象利用者一覧表（高知市外市町村が決定している方）
に添付する受給者証の写しは全てのページ必要か。

①基本情報欄（一面）
②訓練等給付費の支給決定内容欄（四面）
③事業者記入欄（就労事業分）
以上３面を必ず添付してください。
基本情報，申請期間に支給決定がされているか，申請期間に事業所と契約をして利用しているかを確認
することを目的としますので，それらが確認できる書類を添付してください。なお，高知市支給決定者の方に
ついては受給者証の写しの添付は不要です。

例）受給者証の更新・変更がされた場合は，上記が確認できるように，更新・変更後（最新）の受給者
証の写しを次回交付申請または当該実績報告のいずれか早い方に添付

12
複数の就労継続支援B型事業所を利用している場合はどう
なるか。

対象利用者一覧表の「複数事業所利用の有無」の欄に、「○」の記載をお願いします。
金額内訳の書類については，貴事業所分のR1年(H31）度工賃月額，R５年度工賃月額，差額，補
助対象額を記載ください（同一法人内で複数事業所利用の場合も同様）。
その後，各事業所から提出された書類を高知市が確認し，当該利用者の補助対象額を個別に調整し，
金額を決定いたします。（なお，調整の際に利用状況等の聞取りをさせていただく場合がありますので，ご
協力お願いいたします。）

原本に相違ありません。

○○○○法人 ○○○○○

理事長 ○○○○○
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13 法人内で複数の事業所がある場合の申請方法はどうなるか。

申請者が法人代表者であれば，法人単位でまとめてご提出でも，事業所単位で個別にご提出でも，どち
らでも構いません。ただし，法人単位で申請される場合は，参考様式分は事業所毎で作成をお願いしま
す。
なお，法人単位，事業所単位の別については，申請時，実績報告時，請求時で同じ単位としてくださ
い。

14 令和元年度の当該月における平均工賃の算出方法は。

国通知「就労移行支援事業、就労継続支援事業（A 型、B 型）における留意事項について」（高知県
への毎年の実績報告）をご参照いただき，月ごとの平均工賃額を算出してください。
なお，月途中において利用開始又は利用終了した者に関しては，当該月の工賃支払い対象者及び工賃
総額から除外します。

当該月における平均工賃月額＝当該月工賃総額÷当該月支払対象者
（円未満は四捨五入）

[算出例]　利用者総数　4月20人，５月18人，６月19人・・・
　　　　　　　工賃総額　　４月30万，５月31万，６月29万・・・
この場合，各当該月の平均工賃月額は，４月15,000円，５月17,222円，６月15,263円となる。

15
補助金について利用者の税務上の取扱いについて，課税対
象となるか。

本補助金は課税対象になり，雑所得に区分されると考えられます。
なお，雑所得については，租税特別措置法第27条の規定（家内労働等特例）により，本補助金を含
むB型工賃収入がの55万円までは所得は０円で計算されます。

★なお，利用者にB型工賃以外の収入（不動産，その他就労，各給付金補助金等）がある場合の取
扱いや各法人の税法上の取扱いについては，別途所管の税務署へお問い合わせをお願いします。

16
高知市事業者支援給付金について利用者が給付を受けて
いる場合はどうなるか。

利用者が高知市事業者支援給付金の給付を受けている場合は，本補助金は対象外となりますので，本
補助金の申請前に，利用者に対して当該給付金の受給の有無をご確認ください。なお，当該給付金の給
付額と本補助金の補助対象金額に差額がある場合は対象となることもありますので，個別にご相談をお願
いします。

17
補助金について利用者へは事業所からの工賃として支払うの
か。

利用者へは，事業所からの工賃ではなく，高知市からの工賃支援（補助金）であることを明確にしてくださ
い。

18
補助金について，来年度の工賃実績報告にその額は含める
のか。

含めません。本補助金は利用者への工賃支援です。

19
No.18によると，来年度の基本報酬の平均工賃月につい
て，補助金で利用者に工賃支援として支給した金額は控除
して算出するということか。

来年度の基本報酬の算出の際は，本補助金額は含めずに控除して算出してください。


